
医業経営アドバイザー研修

公益社団法人日本医業経営コンサルタント協会
医業経営アドバイザー 眞鍋一

令和6年11月29日（金）15:00～17:00



◦衛生関連
・健康診断の受診（本人申告でも可）
・麻疹、風疹の免疫確認
・インフルエンザワクチンの接種
・コロナワクチンの接種
・マスク着用（布製マスクは医療機関では認められない）

◦秘密保持に関する契約書（情報の守秘義務）
・個別営業の禁止（行政の依頼で動く）

◦服装
・ネクタイ着用（男性）
・音の出る靴等の禁止
・ミニスカート、ハイヒール禁止（女性）
・バッチ、ネームプレート着用
※名刺については、出張にあたって協会で用意

事前の準備
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◦医療機関に対してはあくまで支援である

◦医療労務管理アドバイザーとの関係
・従来は一輪車であったが、
・今後は二輪車の前輪、後輪の関係で活動

◦医療機関においては
・“先生”は医師以外はいない
・アドバイザーに対して “先生” と言われたら
・すぐに〇〇さんにしてくださいということをお願いする
・行政機関等も〇〇先生の方が使いやすいが、
・その都度名称についてはお願いすること

立場
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医業経営アドバイザーは医療機関の要請に基づき行政の承諾のもと、行政からの指示により業務
を行ないます。つまり行政のもとでの支援であって医療機関からの直接の業務委託ではありません。
具体的には、医療機関が要望する経営及び課題抽出の資料を作成することです。
そして資料作成の説明は行ないますが具体的な対応・方法については基本的にアドバイスを致し
ません。
一方、医業経営コンサルタント業務は、医療機関の経営者の指示で書類を作成し、更にその内容
についても将来的な見通しまでを含めて検討し、アドバイスを行ないます。そのために積極的にアド
バイスを行ない、実施する計画に対しても経営者に伴走し目的を達成するために全力を注ぎます。

具体的な事例を挙げると
Ｑ：医療機関の収入が減り、コロナ関係で借用した借入金の返済の時期に入って今後どのよう
Ｑ：に経営したら良いか
Ａ：この場合、地域での医療機関の「集中」と「選択」をすることが必要です(地域医療連携)
Ａ：そして人口構成（地域での高齢化率やその進行状況）までを含めた資料を作成します。

ここまでが医業経営アドバイザーの最大限の支援の範囲です。
一方、医業経営コンサルタント業務になると、前文の分析を行ない地域での集患方法を考え積極
的に地域の医療機関を含めた形で患者の動向・収益の点検を行ないます。最終的には診療科の
見直し等を検討し、地域で必要な医療体制を提案します。

医業経営アドバイザーと医業経営コンサルタントの違い
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職員満足度アンケートを実施して、医療機関の課題を抽出
この前提として職場の “ムリ” ”ムイミ“等無駄なものを抽出し、
ゼロベースで業務の必要性を職場内で再検討する
（話し合いが出来る形にする）

職場の人間関係に問題を感じたら・・・・
「あいさつ」 例：看護職新人/中途採用者/ベテラン
①声を出す・・・自分の存在を知ってもらう
②目を見てあいさつ・・・相手に自分を認識してもらう
③笑顔であいさつ・・・相手に気持ちを見せる
言いたいことが言える職場を目指す

必要な期間は状況によるが、これ以外にも今まで各自が経験したことが
あればそれを実践してほしい

職員満足度の調査は医療機関のトップの宣言から始まる
「今以上にいい職場環境・・・・」
※最初の訪問時に同行する行政機関の担当者と一緒に、医療機関の
トップに対してあいさつをする

業務
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職員満足度アンケート

◦ ７分野33項目
◦協会本部で分析（有料）をし、次の段階へ進む資料を作成
◦⇒委託業者の人以外は全て対象とする

結果が出たら
・自由意見を含めて〝仮“の課題を抽出
・更にヒアリング（1人20分～30分）を行ない課題について深堀りをする
・ヒアリング対象人数は回答者の10%以上である

抽出された課題について
・PDCAサイクルを利用して改善計画を立案する
（数値化・期間・目標等を明確にする）

PDCAサイクル
・1年間で実施できる計画を立てる
・どのくらい進んでいるか？
・全く進んでいない場合は方向転換が必要である故、
・3か月を目途に進行状況を確認する
・1年間の目標について数値化することが必要

当初は、出来たことに対して「喜ぶこと」を体験させることにポイントを置く
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アンケートの結果が出ても全てが実施されるわけではない
医療機関のトップの視点で考えることが必要

人数・経済的な負担等を理解し、煽るような行動はしない（問題をあいまいにする）

「医療機関のトップは職員の意見を理解している」ことを強調するだけでもよい
場合によって、実施については医療機関としての考えもあるので時間が欲しい旨を
伝えるなど、医療機関のトップのフォローをする。このことについては事前に打ち合
わせをすること。
結果に対しては必ず職員に公表すること

支援であるため
・結果を押し付けるのではなく「このような考えが1つありました」という形にする
・最終判断は医療機関のトップが決定する
・この場合、医療機関の理念等も事前に理解しておくこと

職員満足度アンケート
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場合によっては、ハラスメントに対して意見が出てくることもある
・事実関係がわからないため、「～の傾向がある」くらいの報告にする

このような結論になったことに対して
・医療機関のトップに説明し、了解を取る
・了解が取れた時点で職員にアドバイザーが説明する
・その際、事前に医療機関のトップに説明したことを言わない
・場合によっては医療機関のトップも同席する

職員満足度アンケート
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医療機関を訪問する前に、その医療機関の情報として
・診療科
・許可ベッド数
・職員数
・同一医療圏の様子等

できる限り多くの情報を集めておくこと

◦患者の分析
・外来患者人数
・病床稼働率
・外来については、紹介率/逆紹介率、紹介元等も調べておく

◦患者の地域分析
・通常は、医療連携室で資料を持っている

心得

職員にとっては「働き方改革」であるが、経営者にとっては「働かせ方改革」である
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ご清聴ありがとうございました
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